
　読者の皆さんのなかには，「最近テレビや新聞で経済関連のニ

ュースが頻繁に報道されているな」と思っている方も多いのでは

ないだろうか。それほど，グローバル化した現代社会では，経済

ニュースはわれわれの日常生活に必要不可欠なものとなっている。

とくに，物価や失業，それに景気といったマクロ経済に関するニ

ュースは，一見われわれ個々人には直接関係ないと思いがちであ

るが，めぐりめぐってわれわれの生活に大きな影響を与えている。

　初版以降の本書における一貫したテーマは，「一見難しそうな

マクロ経済の問題を，読者が自分なりに理解できるようになるこ

と」である。このため，本書では，日本経済で何が起こってきた

のかを理解しながら，マクロ経済学を勉強するというスタンスを

とっている。標準的な理論を勉強するだけでも，日本経済が抱え

るマクロ経済の諸問題はかなり理解できるものである。本書では，

抽象的な議論や数式の展開を極力避け，マクロ経済理論を直感的

に理解するという方法を通じて，日本経済が直面するマクロ経済

学の問題を勉強するというスタイルで書き進められている。

　早いもので，本書の初版が刊行されてから，今年で約 20 年と

なる。いつのまにか長い月日がたってしまったが，その間の日本

経済はまさに激動の時代であった。かつての日本経済は，世界で

も突出しためざましい成長を達成した。しかし，1990 年代初頭

にバブル経済が崩壊すると，成長の鈍化が顕著となり，好循環の

流れは一変した。成長率はそれまでとは対照的に先進国主要国の
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なかで際立って低い水準にまで落ち込み，日本経済は「失われた

20 年」と称される長期停滞を経験することとなった。経済の成

熟化や労働人口の減少を鑑みれば，高度成長期のような高い成長

を実現することはもはや不可能であることはいうまでもない。た

だ，結果的にデフレが 20 年近く続いた日本の状況は，経済の成

熟化や労働人口の減少を考慮しても異常であったといえる。

　今回の改訂でも，旧版と同様に，これら最近のマクロ経済の現

象をできるだけ取り入れるように心がけた。とくに，デフレが進

行した日本経済で何が問題であったのかをできるだけ理解でき

るように工夫すると同時に，第１章や第 7 章では第 2 次安倍内

閣で始まった経済政策「アベノミクス」や「異次元の金融緩和政

策」をわかりやすく解説した。また，第 11 章で経済成長と所得

分配の関係を，また第 12 章で新しい「国際収支統計」の内容を

それぞれ書き加えるなど，各章でさまざまな改訂が行われている。

　経済学は，比較的新しい学問である。産業革命直後の 19 世紀

初めまでは，世界経済の成長は非常に限られたものであった。し

かし，産業革命後，生産性は飛躍的に増大し，われわれの社会は

次第に「豊かさ」を求める社会へと変容していく。その過程で経

済活動も多様化・複雑化し，それを理解するためにより進んだ経

済学の知識が必要とされるようになっていった。経済が成長する

過程では，景気循環をどう考えるかも重要なテーマとなった。産

業革命後に生産性が急増したといっても，世界経済が常に順風満

帆に成長を続けたわけではなかったからである。一時的に経済活

動が活性化し，高成長が実現する好景気になったこともあれば，

逆に活動が停滞し，成長が低迷する不景気（不況）になったこと

もあった。不況期には，失業が増加し，働きたいのに働けない労
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働者も生まれるなど，経済にはさまざまな非効率も発生した。本

書で取り扱う「マクロ経済学」は，そうしたなかで学問体系を発

展させていった。本書を読むことで，そのような「マクロ経済学」

の面白さを少しでも学んでいただければ幸甚である。

　最後に，これまでの版と同様に，本テキストの編集にご尽力い

ただいた有斐閣編集部の方々に心から御礼申し上げたい。とくに，

藤田裕子さんには未整理の校正原稿を手際よく編集していただき，

『マクロ経済学・入門　第 5 版』の刊行にこぎつけていただいた。

当初は余裕をもって改訂作業を進めるつもりであったが，結果的

には編集作業は期日に追われる形となってしまった。そのような

なかでも，無事に出版へとこぎつけていただいたことを，ここに

記して感謝の意を表したい。

　　　2016 年 1 月

 著　　者
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　著者たちがこの教科書を執筆している過程で，経済学を勉強し

はじめたばかりのある学生から，「マクロ経済学の方がミクロ経

済学よりも勉強しやすい！」という意見を耳にしたことがある。

この学生の弁によれば，「ミクロ経済学でまず学ぶことといえば，

家計の効用最大化であり，企業の利潤最大化である。しかし，自

分たちが日常的にそのような最大化行動をしているといわれても

なかなかピンとこない。そもそも “効用" とか，‶無差別曲線” と

いった日本語なのか外国語なのかわからない用語がどんどん出て

くるミクロ経済学は，それだけで嫌気がさしてしまう。これに対

して，マクロ経済学は，自分たちが日常的に新聞やテレビを通じ

て関心を持っている問題を直接取り扱っていることが多い。この

ため，マクロ経済学を勉強すると，何が今日の日本経済の中で問

題となっているかが自分なりにわかってくるような気がする。」

というのである。

　もし皆さんのなかでこの学生の意見に賛成の人があるならば，

是非この本を読んでマクロ経済学を勉強してもらいたい。なぜな

ら，この教科書は，「日本の貯蓄率はなぜ高い？」とか，「日本の

失業率はなぜ低い？」といった，日常的なマクロ経済学の問題を

どのように考えるかを理解してもらうために書かれた本だからで

ある。したがって，この本を一通り勉強すると，何が今日の日本

経済のなかで問題となっているかがわかるような工夫がしてある。

また，本のなかでしばしば登場する “コラム" では比較的最近の

は し が き
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研究の紹介も行っており，読者が最先端のマクロ経済学の研究と

はどのようなものかもわかるようになっている。

　本書は全体で 11 の章で構成されているが，本書の特徴として，

各章の説明が基本的に自己完結的なものとして構成されている点

があげられる。このため，本文中で多少専門的な記述があってわ

からなくなった場合には，どんどん読み飛ばして先に進んでもら

いたい。また，後の章で興味深いと思うものがあれば，その章か

ら読みはじめてもらってもよい。いずれの場合でも，各章の内容

はほぼ理解できるような工夫がなされている。

　ところで，著者たちがマクロ経済学を学び始めた頃，マクロ

経済学のもっとも標準的な教科書といえば，ドーンブッシュ（R. 

Dornbusch）とフィッシャー（S. Fischer）の共著としてまとめられ

た『マクロ経済学』（マグロウヒル社）であった。1978 年に初版

が出版されたこの本は全体で 19 章からなっており，その多くの

章が当時の標準的な分析手法であった乗数理論や IS―LM 分析の

説明に割かれていた。そして，いかに財政政策や金融政策が有効

であり，国民所得を高めるためにはどのような政策が望ましいか

が，各章でさまざまな角度から議論されていた。

　しかしながら，このようなスタンダードなマクロ経済学の教科

書が出版された頃，より専門的な研究を行う学界ではそれまでの

マクロ経済学のアプローチに対する批判がさまざまな形で提示さ

れ始めていた。そして，最近では，経済学の専門家の間では伝統

的なマクロ経済学に対する評価は一変し，少なくとも大学院のレ

ベルではかつて教科書で詳細な説明がなされた乗数理論や IS―LM

分析を時間をかけて教える大学は，きわめて少数派となってしま

った。
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　以上のようなマクロ経済学における考え方の変化は，学部の授

業内容も少しずつ変えつつある。そして，アメリカで出版され

た教科書のなかには，バロー（R. Barro）による『マクロ経済学』

（John Wiley & Son）のように，乗数理論などはごく簡単にふれる

だけという本も登場した。ただ，学部の授業では，大学院のよ

うに専門的な最新の研究成果をそのまま教えるわけにはいかない。

このため，現状では，たとえばこれからマクロ経済学を学ぼうと

する人たちに何を教えるべきかははっきりとしていない。

　著者たちの考えでは，最近の学部学生がマクロ経済学を学ぶ方

法は大きく分けて 2 つあると思っている。第 1 の方法は，現実の

データに着目し，今日の日本経済が抱えている諸問題をマクロ経

済学の観点から勉強するものである。マクロ経済学の考え方は最

近大きく変容したとはいえ，失業やインフレといったマクロ経済

固有の問題は依然として十分に解決されないまま今日に至ってい

る。そればかりか，最近の日本経済が直面するマクロ経済環境は

ますます複雑化し，マクロ経済学が解かなければならない問題は

従来よりも飛躍的に多くなっている。そうしたなかで，今日のマ

クロ経済学が解明しなければならない問題とはどのようなもので

あるかをまず理解してもらい，そのうえでこれらの諸問題にマク

ロ経済学としてどのように考えればよいかのアイディアを提示す

る。それが，著者たちが考える第 1 の勉強方法である。

　第 2 の方法は，ミクロ的基礎に忠実にマクロ経済学を勉強す

るものである。専門的なマクロ経済学では，1970 年代半ば以降，

この考え方にもとづく研究が大きな影響力をもってきている。こ

のため，マクロ経済学といえども，まずは「家計の効用最大化」

や「企業の利潤最大化」といったミクロ経済学の考え方を勉強す
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る。そして，そのうえで，古典派経済学のような市場メカニズム

を中心としたマクロ・モデルを考察したり，ケインズ経済学のよ

うな市場の失敗を重視するマクロ現象を勉強することとなる。

　以上の 2 つの勉強方法のうち，本書で採用されるアプローチ

は第 1 の方法である。著者たちがこの方法によって初歩的なマ

クロ経済学の教科書を書こうと思い立ったのは，これまでわれわ

れが「日本経済とマクロ経済学」という問題意識から数多くの共

同研究を行ってきたからである。それらの研究それぞれは，学部

学生のレベルからするとかなり専門的なものであったかもしれな

い。しかし，それらの研究を行うに至った動機は，日頃から多く

の人々がマクロ経済現象に関して疑問に思っている問題と共通し

たところから生まれている。このため，われわれがこれまでの研

究を通じて考察しようとしてきた問題を，誰でもが理解できるよ

うに平易に，しかも議論の基礎となるマクロ経済学の考え方をや

さしく解説しながら説明したいと考えたのである。

　この本をまとめるにあたっては，多くの方々からご助言や励ま

しをいただいた。ここですべての方々のお名前をあげることはで

きないが，あらためて皆様に心からお礼を申し上げる。とくに，

本書の内容の一部を，大蔵省，日本銀行，日本経済研究センター

といった実務家の研修における講義に利用する機会を得たことは，

本書を執筆するうえで有益であった。また，名古屋市立大学経済

学部の外谷英樹氏には，草稿に目を通してもらい，読者として意

見を聞かせていただいた。

　最後に，このようなマクロ経済学の教科書を執筆する機会をわ

れわれに与えて下さった有斐閣編集部の方々に，心からお礼を申

し上げたい。とくに，千葉美代子さんには，著者たちが仕事の都
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合で，シアトル，ボストン，ワシントン DC など海外に滞在する

ことになったにもかかわらず，予定よりも遅れがちな原稿を辛抱

強く編集していただき，最終的な出版にまでこぎつけていただい

たことには深く感謝の意を表したい。

　　　1996 年 8 月

 著　　者
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✒福田慎一（ふくだ しんいち）

　1960 年石川県生まれ。1984 年に東京

大学経済学部を卒業した後，米国エール

大学大学院に留学しました。エール大学

で博士号を取得した後，横浜国立大学経

済学部，一橋大学経済研究所に勤務し，

現在は東京大学経済学部で教えています。

私の研究分野は，マクロ経済学や金融理

論で，理論と実証の両面から研究活動を

続けています。

　いわゆる「バブル」が崩壊した後，日本経済はさまざまな意味

で大きく変容したといえます。近年では，「アベノミクス」と呼

ばれるこれまでとは異なる経済政策も行われています。このため，

従来の考え方では，日本経済で進行している出来事を十分理解

できなくなっているのが現状です。今回の改訂版は，マクロ経済

の立場から，そのような日本経済の現状を皆さんにできるだけわ

かってもらえるように工夫して書きました。経済は日々刻々と変

わっていくものなので，わかりやすく説明するのは大変でしたが，

皆さんも日ごろ耳にしてきた経済ニュースを思い出しながら読ん

でもらえれば幸いです。

　「マクロ経済学」といってもその勉強方法にはいろいろありま

す。どのように勉強するかは皆さんの好みによりますが，この教

科書はマクロ経済学を現実の経済と結びつけて勉強したい人向け

の本です。経済学は数式が多くて嫌だとか，経済用語は難しいな

どと思っている人は是非この本でマクロ経済学を勉強して下さい。
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✒照山博司（てるやま ひろし）

　1962 年愛知県生まれ。1985 年に東京大学

経済学部を卒業し，東京大学大学院経済学研

究科で勉強を続けました。その後，東京大学

社会科学研究所を経て，1992 年から京都大学

経済研究所で，本書で説明するようなマクロ

経済データを使った実証分析を中心に研究活

動を続けています。

　現実の日本の経済データを見ながら，やさ

しくマクロ経済学を解説する入門書として

企画された本書は，幸いにも版を重ねることができ，これで第 5 版と

なりました。この間，日本経済は大きく変貌し，初版時には日本経済

の特徴とされていた多くの事柄が様変わりしました。たとえば，「日

本の貯蓄率はなぜ高い？」，「日本の失業率はなぜ低い？」といった問

いも，今日では「日本の貯蓄率はなぜ低くなったのか ?」，「日本の失

業率はなぜ高くなったのか ?」と問い直さなければならなくなりまし

た。本書に掲げたグラフや表からは，他にも多くの日本の経済環境の

変化を読み取ることができます。どうして私たちはこれほど大きな変

化を体験することになったのでしょうか。本書によって，このような

現実の経済の疑問を身近に感じ，マクロ経済学がそれらの問にどのよ

うに答えるのかに関心をもって，マクロ経済学の基本的な考えを学ん

でいってもらえたら，と思います。本書が，皆さんが毎日の経済ニュー

スを一層理解するための役に立ち，また，これから専門的にマクロ経

済学を勉強しようとする方々にとっての一助となることができるよう

願っています。
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